
健康いせはら２１計画検討委員会設置要綱 

（設置） 

第１条 健康増進法（平成１４年法律第１０３号）第８条第２項の規定に基づく市町

村健康増進計画（以下「計画」という。）に係る施策の円滑な推進を図り、計画の

進捗状況の把握及び計画の評価を行うことを目的に、健康いせはら２１計画検討

委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 委員会は、次に掲げる事項を所掌する。 

(1) 計画の進捗状況の把握及び計画の評価に関すること。 

(2) その他計画の推進に必要な事項 

（組織） 

第３条 委員会は、次に掲げる者のうちから７人以内の委員をもって組織する。 

(1) 医療関係者 

(2) 保健行政関係者 

(3) 保健団体関係者 

(4) 学識経験のある者 

(5) 公募に応じた者 

(6) その他健康又は運動に関して知識がある者 

２ 委員は、前項各号に定める者の中から市長が委嘱する。 

（任期） 

第４条  委員の任期は、３年とする。ただし、再任を妨げない。  
２ 委員が欠けた場合における補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
３ 委員の在任期間は、連続して３期９年を超えることができない。ただし、市長が 
特別の事情があると認めるときは、この限りでない。 
（委員長及び副委員長） 

第５条 委員会に委員長及び副委員長をそれぞれ１人置き、委員の互選により定める。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたとき

は、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。ただし、委員長が選出

されていないときは、市長がこれを行う。 

（意見の聴取等） 

第７条 委員長が必要と認めるときは、委員以外の者の出席を求め、その説明又は意

見を聴くことができる。 

（庶務） 

第８条 委員会の庶務は、健康づくり主管課において処理する。 

（その他） 

第９条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、委員長

が会議に諮って定める。 

   附 則 



（施行期日等） 

１ この告示は、平成２４年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行後最初の会議は、第６条の規定にかかわらず、市長が招集する。 

   附 則 

 この告示は、令和５年６月１日から施行する。 

   附 則（令和８年３月３１日告示第８８号） 

 （施行期日） 
１ この告示は、令和８年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 
 （経過措置） 
２ この告示による改正後の第４条第１項の規定は、施行日以後に委嘱される委員の

任期について適用し、施行日前に委嘱された委員の任期については、なお従前の例

による。 
３ この告示による改正後の第４条第３項の規定の適用については、施行日前の委員

としての在任期間は、算入しない。 


